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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 52,484 59,211 64,566 122,722 140,461 

経常利益（百万円） 458 877 1,463 1,326 3,030 

中間(当期)純利益または中間(当期)

純損失（△）（百万円） 
△1,089 453 852 △686 1,580 

純資産額（百万円） 15,770 16,047 17,799 16,057 16,992 

総資産額（百万円） 39,069 37,830 41,118 37,034 39,829 

１株当たり純資産額（円） 1,312.08 1,335.24 1,481.29 1,336.02 1,413.96 

１株当たり中間(当期)純利益金額ま

たは中間(当期)純損失金額（△）

（円） 

△91.32 37.71 70.93 △57.36 131.53 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 40.4 42.4 43.3 43.4 42.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△1,116 633 △371 △478 3,239 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△11 △111 △245 107 △45 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
106 △151 △153 △45 △274 

現金及び現金同等物の中間期末(期

末)残高（百万円） 
5,238 6,296 8,075 5,844 8,845 

従業員数 

〔外、平均臨時従業員数、1日7.5時

間換算〕（人） 

503 

〔161〕

560 

〔154〕

597 

〔151〕

505 

〔168〕

566 

〔140〕



(2)提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．平成16年４月１日付で、連結子会社でありました株式会社ハピネット・ジェイピー、株式会社ハピネット・

ピクチャーズ及び株式会社ハピネット・ロビンを吸収合併しております。 

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 11,238 58,272 63,913 31,287 138,647 

経常利益（百万円） 45 843 1,528 483 3,005 

中間(当期)純利益または中間(当期)

純損失（△）（百万円） 
△848 487 912 △723 1,570 

資本金（百万円） 2,751 2,751 2,751 2,751 2,751 

発行済株式総数（株） 12,025,000 12,025,000 12,025,000 12,025,000 12,025,000 

純資産額（百万円） 14,500 16,403 18,163 14,499 17,303 

総資産額（百万円） 23,063 37,660 40,917 21,769 39,579 

１株当たり純資産額（円） 1,206.42 1,364.89 1,511.56 1,206.39 1,439.88 

１株当たり中間(当期)純利益金額ま

たは中間(当期)純損失金額（△）

（円） 

△71.18 40.59 75.96 △60.39 130.68 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額（円） 
― ― ― ― ― 

１株当たり中間(年間)配当額（円） 12.5 10.0 12.5 25.0 22.5 

自己資本比率（％） 62.9 43.6 44.4 66.6 43.7 

従業員数 

〔外、平均臨時従業員数、1日7.5時

間換算〕（人） 

137 

〔24〕

488 

〔107〕

517 

〔110〕

146 

〔21〕

493 

〔101〕



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む内容について、重要な変更はあり

ません。なお、主要な関係会社については「３ 関係会社の状況」に記載のとおり異動がありました。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．有価証券届出書または有価証券報告書提出会社であります。 

２．議決権の被所有割合の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 

 なお、株式会社バンダイの関連会社株式管理業務の一部を会社分割（吸収分割）により株式会社バンダイナムコホ

ールディングスへ移管されたことに伴い、平成17年12月１日付で、株式会社バンダイが保有する当社株式は株式会

社バンダイナムコホールディングスが保有することとなりました。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む。）

であり、臨時従業員数（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は〔 〕内に当中間連

結会計期間の平均人数（１日7.5時間換算）を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外からの出向者を含む。）であり、臨時従業員数

（パートタイマーは含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は〔 〕内に当中間会計期間の平均人数（１日

7.5時間換算）を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の被所
有割合（％） 

関係内容 

（その他の関係会社） 

株式会社バンダイナムコ

ホールディングス 

（注）１.２ 

東京都港区  10,000 子会社の経営管理等 
    25.0 

  （25.0） 
― 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

玩具事業 244 〔 73〕 

映像関連事業 144 〔 43〕 

ビデオゲーム事業 73 〔 13〕 

アミューズメント事業 39 〔  7〕 

その他事業 40 〔 11〕 

全社(共通) 57 〔  4〕 

合計 597 〔151〕 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 517 〔110〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間における日本経済は、企業収益の改善や設備投資の増加に加え、個人消費の増加や雇用情勢も

改善に広がりが見られ、緩やかながらも景気は回復基調で推移いたしました。 

 当社グループの関連業界におきましては、玩具市場では、少子化や消費者ニーズの多様化などにより、引続き厳し

い市場環境で推移しております。映像関連につきましては、大型作品の不在等により、ＤＶＤビデオ市場に停滞感が

見られ、市場全体は低調に推移いたしました。 

 このような状況の中で、当社グループは事業環境の急速な変化に対応し得る強固なグループ経営体制づくりを通じ

て利益体質への変革を図るために、様々な施策に取組みました。 

 戦略的組織改革といたしまして、物流システムの更なる高度化とローコスト化を推進することを目的に物流戦略室

を設置いたしました。また、グループ全体の事業拡大、事業環境の変化に迅速かつ柔軟に対応することを目的に、企

業間の各種提携、グループ再編成の企画、立案等を専門に行う部署として経営戦略室を設置いたしました。 

 営業施策面におきましては、玩具事業では、昨年より推進してまいりました積極的な業務改革の実行により、収益

体質が大幅に改善されました。映像関連事業では、将来の良質な自社コンテンツ作品や独占販売権を獲得するため

に、積極的な投資を行ってまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は645億６千６百万円（前年同期比9.0％増）、営業利益は13億６千９百

万円（前年同期比60.7％増）、経常利益は14億６千３百万円（前年同期比66.8％増）、中間純利益は８億５千２百万

円（前年同期比88.1％増）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

玩具事業 

 中核事業であります当事業では、厳しい市場環境の中、売上高につきましては、バンダイ「たまごっちプラス」シ

リーズ等の大型ヒット商品やバンダイ「ふたりはプリキュア Ｍａｘ Ｈｅａｒｔ」等のキャラクター商材も好調に

推移し、当社グループとしては順調に推移いたしました。利益面に関しては、昨年より推進してまいりました積極的

な業務改革の実行により、物流費を中心とした販売管理費の削減により収益体質が大幅に改善されました。 

 この結果、売上高は252億４千６百万円（前年同期比5.0％増）、営業利益は15億３千７百万円（前年同期比99.6％

増）となりました。 

映像関連事業 

 ＤＶＤビデオ市場に停滞感が見られるものの、売上高につきましては、インターネット通販向け販売を中心に好調

に推移いたしました。利益面に関しては、当中間連結会計期間におきましては、利益率の高い自社コンテンツ作品や

独占販売作品に目立ったヒット作品がなく、低調に推移いたしました。 

 この結果、売上高は249億８千３百万円（前年同期比26.2％増）、営業利益は１億９千２百万円（前年同期比

80.8％減）となりました。 

ビデオゲーム事業 

 「ＰＳＰ」や「ニンテンドーＤＳ」などの携帯ゲーム機は好調なものの、「Ｘｂｏｘ360」や「プレイステーショ

ン３」など次世代ゲーム機への移行に伴う端境期に入り、当社グループの販売チャネルにおいては苦戦を強いられま

した。利益面に関しては、業務の効率化等により順調に推移いたしました。 

 この結果、売上高は83億１千４百万円（前年同期比3.3％減）、営業利益は９千３百万円（前年同期は４億５千３

百万円の営業損失）となりました。 

アミューズメント事業 

 当事業において、キッズカードゲーム機が大ヒットし、新しい主力商材として大きく飛躍いたしました。しかしな

がら、玩具自動販売機商材の市場状況は厳しく、カプセル玩具で「ケロロ軍曹」「それいけ！アンパンマン」「機動

戦士ガンダム」シリーズ（共にバンダイ）等の人気商品があったものの、市場全体は低調に推移いたしました。 

 この結果、売上高は28億７千６百万円（前年同期比9.1％減）、営業利益は８千８百万円（前年同期比2.1％増）と

なりました。 



その他事業 

 トレーディングカードでタカラ「デュエル・マスターズ」等の一部ヒット商品はあったものの、主力のコンビニエ

ンスストア向け販売は総じて低調に推移いたしました。 

 この結果、売上高は31億４千４百万円（前年同期比13.0％減）、営業利益は８千１百万円（前年同期比27.6％減）

となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ17

億７千８百万円増加（前連結会計年度末に比べ７億７千万円減少）し、80億７千５百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は３億７千１百万円の減少（前年同期は６億３千３百万円の増加）となりました。その主な要

因は、たな卸資産の増加があったものの好調な業績を反映して税金等調整前中間純利益14億６千５百万円を計上した

ことにより、事業活動による資金の増加が５億１千４百万円となったことと、法人税等８億９千６百万円（前年同期

は３億８千６百万円）の支払いを行ったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は２億４千５百万円（前年同期は１億１千１百万円の減少）となりました。その主

な要因は、ソフトウェア開発投資と音楽ソフト制作会社への投資によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により減少した資金は１億５千３百万円（前年同期は１億５千１百万円の減少）となりました。これは配

当金の支払１億５千万円を反映したものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は、次のとおりであります。なお、アマゾン・ドット・コム インターナショナル セール

スインクの前中間連結会計期間における販売実績及び販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未満

のため記載を省略しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

玩具事業 21,581 103.3 

映像関連事業 23,165 129.3 

ビデオゲーム事業 7,948 99.0 

アミューズメント事業 2,529 92.1 

その他事業 2,649 85.1 

合計 57,874 109.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

玩具事業 25,246 105.0 

映像関連事業 24,983 126.2 

ビデオゲーム事業 8,314 96.7 

アミューズメント事業 2,876 90.9 

その他事業 3,144 87.0 

合計 64,566 109.0 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

アマゾン・ドット・コム インターナ

ショナル セールスインク 
－ － 9,254 14.3 

日本トイザらス㈱ 6,040 10.2 6,644 10.3 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

（提出会社） 

取引契約 

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間の研究開発活動は、主に玩具事業において、オリジナルブランドによる玩具の商品開発を行っ

ており、当中間連結会計期間においては、研究開発費として４百万円計上しております。 

相手先名 契約内容 契約期間 

マイクロソフト株式会社 販売代理店契約 
平成17年７月１日から 

平成18年12月９日まで 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たな事業展開及び環境変化に対応すべく以下の新基幹システムの構築を新たに確定いたしまし

た。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調  
達方法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

当社 

本社 

東京都 

台東区 

玩具事業 

映像関連事業 

ビデオゲーム事業 

アミューズメント

事業 

その他事業 

全社 

新基幹システ

ムに係る情報

システム投資

（ソフト・ハ

ード等） 

2,100 36  自己資金 平成17年６月 平成20年３月 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 32,000,000 

計 32,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,025,000 12,025,000 
東京証券取引所市場第一

部 
－ 

計 12,025,000 12,025,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 12,025,000 － 2,751 － 2,775 



(4）【大株主の状況】 

 （注）株式会社三井住友銀行は当社の株式338千株を退職給付信託の信託財産に拠出したため、現在は当社の株式を保

有しておりませんが、議決権の指図権を留保しております。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております

が、当該株式に係る議決権3個については、「議決権の数」の欄からは除いております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

株式会社バンダイ 東京都台東区駒形一丁目４番８号 2,910 24.20 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,334 11.09 

河合 洋 東京都墨田区向島五丁目31番２号 600 4.99 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 487 4.05 

有限会社オリエント 大阪府大阪市城東区東中浜五丁目８番16号 423 3.51 

井平 康彦 大阪府枚方市楠葉朝日三丁目12番５号 390 3.24 

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロ

ンドンエスエルオムニバスアカウント（常

任代理人 株式会社みずほコーポレート銀

行） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 

EC2P 2HD,ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

360 2.99 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（三井アセット信託銀行再信託分・株式

会社三井住友銀行退職給付信託口）   

（注） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 338 2.81 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番12号 241 2.00 

ハピネット社員持株会 東京都台東区駒形二丁目４番５号 223 1.86 

計 － 7,310 60.79 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    8,700 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  11,913,900 119,136 － 

単元未満株式 普通株式     102,400 － － 

発行済株式総数 12,025,000 － － 

総株主の議決権 － 119,136 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）役職の異動 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ハピネット 
東京都台東区駒形二

丁目４番５号 
8,700 － 8,700 0.07 

計 － 8,700 － 8,700 0.07 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,190 2,280 2,415 2,485 3,120 2,985 

最低（円） 1,799 1,801 1,865 2,255 2,410 2,250 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 

常務執行役員最高

財務責任者兼経営

戦略室室長 

取締役  

常務執行役員最高

財務責任者兼経営

本部統括  

浅津 英男  平成17年８月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、東陽監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     6,296 8,075   8,845 

２．受取手形及び売掛
金 

    17,611 19,345   18,502 

３．たな卸資産     5,995 6,048   4,429 

４．前渡金     2,081 2,269   2,403 

５．繰延税金資産     900 728   863 

６．未収入金     684 675   949 

７．その他     195 206   186 

８．貸倒引当金     △93 △46   △44 

流動資産合計     33,671 89.0 37,303 90.7   36,135 90.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物   1,351   905 897   

減価償却累計額   △820 530 △540 365 △527 370 

(2）機械装置及び運搬
具 

  857   885 871   

減価償却累計額   △382 475 △472 412 △430 441 

(3）工具器具備品   431   466 464   

減価償却累計額   △312 118 △306 160 △309 155 

(4）土地     272 233   233 

有形固定資産合計     1,397 3.7 1,172 2.9   1,201 3.0

２．無形固定資産     863 2.3 581 1.4   637 1.6

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  ※   1,161 1,262   1,043 

(2）長期前払費用     8 6   4 

(3）差入保証金     467 469   471 

(4）会員権     51 51   51 

(5）繰延税金資産     183 248   262 

(6）その他     119 115   115 

(7）貸倒引当金     △95 △91   △92 

投資その他の資産合計     1,897 5.0 2,062 5.0   1,855 4.7

固定資産合計     4,158 11.0 3,815 9.3   3,694 9.3

資産合計     37,830 100.0 41,118 100.0   39,829 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※   17,937 18,742   17,628 

２．未払金     1,346 1,694   1,544 

３．未払法人税等     178 587   948 

４．未払消費税等     88 75   284 

５．賞与引当金     353 312   491 

６．ポイント引当金     ― 18   ― 

７．倉庫等閉鎖損失引
当金 

    81 ―   ― 

８．固定資産処分損引
当金 

    ― ―   59 

９．その他     330 311   325 

流動負債合計     20,318 53.7 21,741 52.9   21,282 53.4

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金     728 859   818 

２．預り保証金     687 707   704 

３．連結調整勘定     16 10   13 

４．その他     32 ―   18 

固定負債合計     1,465 3.9 1,577 3.8   1,555 3.9

負債合計     21,783 57.6 23,319 56.7   22,837 57.3

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     ― ― ― ―   ― ―

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,751 7.3 2,751 6.7   2,751 6.9

Ⅱ 資本剰余金     2,776 7.3 2,776 6.7   2,776 7.0

Ⅲ 利益剰余金     10,255 27.1 11,965 29.1   11,263 28.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    270 0.7 316 0.8   208 0.5

Ⅴ 自己株式     △6 △0.0 △10 △0.0   △7 △0.0

資本合計     16,047 42.4 17,799 43.3   16,992 42.7

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    37,830 100.0 41,118 100.0   39,829 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     59,211 100.0 64,566 100.0   140,461 100.0 

Ⅱ 売上原価     51,620 87.2 56,252 87.1   123,431 87.9

売上総利益     7,590 12.8 8,313 12.9   17,030 12.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１．倉庫寄託料   958   974 1,940   

２．運賃   937   954 2,060   

３．販売促進費   536   573 1,078   

４．給料手当及び役員
報酬 

  1,977   2,197 4,113   

５．賞与   11   30 365   

６．賞与引当金繰入額   353   312 491   

７．退職給付費用   89   63 232   

８．役員退職慰労金   ―   ― 4   

９．旅費交通費   173   182 341   

10．通信費   80   71 152   

11．消耗品費   119   131 276   

12．支払家賃   409   420 825   

13．リース料   128   111 248   

14．減価償却費   267   200 515   

15．貸倒引当金繰入額   ―   1 ―   

16．ポイント引当金繰
入額 

  ―   18 ―   

17．連結調整勘定償却
額 

  15   8 59   

18．その他   680 6,738 11.4 693 6,943 10.8 1,357 14,063 10.0

営業利益     852 1.4 1,369 2.1   2,966 2.1

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   0   0 0   

２．受取配当金   6   11 10   

３．賃貸料収入   10   ― 18   

４．口座貸手数料収入   12   ― 26   

５．業務受託料収入   ―   47 ―   

６．連結調整勘定償却
額 

  2   2 5   

７．その他   16 48 0.1 35 97 0.2 39 100 0.1

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   1   0 1   

２．その他   22 23 0.0 3 3 0.0 35 36 0.0

経常利益     877 1.5 1,463 2.3   3,030 2.2

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却
益 

  ―   ― 20   

２．貸倒引当金戻入益   3   ― 38   

３．営業補償金収入   ―   50 ―   

４．固定資産処分損引
当金戻入益 

  ― 3 0.0 7 57 0.1 ― 59 0.0

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※ 4   2 87   

２．投資有価証券売却
損 

  ―   6 0   

３．投資有価証券評価
損 

  ―   46 ―   

４．会員権売却損   4   ― 4   

５．倉庫等閉鎖損失   ―   ― 17   

６．固定資産処分損引
当金繰入額 

  ―   ― 59   

７．関係会社事業整理
損 

  0 9 0.0 ― 55 0.1 0 169 0.1

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    871 1.5 1,465 2.3   2,921 2.1

法人税、住民税及び事
業税 

  151   538 1,071   

法人税等調整額   238 389 0.7 73 612 0.9 239 1,311 0.9

少数株主利益     28 0.0 ― ―   28 0.0

中間（当期）純利益     453 0.8 852 1.3   1,580 1.1

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,776 2,776   2,776

Ⅱ 資本剰余金増加高       

自己株式処分差益   ― ― 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）
残高 

    2,776 2,776   2,776

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     10,278 11,263   10,278

Ⅱ 利益剰余金増加高       

中間（当期）純利益   453 453 852 852 1,580 1,580

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   150 150 270 

２．連結の範囲の変更に伴う 
剰余金の減少高 

  325 475 ― 150 325 595

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）
残高 

    10,255 11,965   11,263

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  

１．税金等調整前中間（当期） 
純利益 

  871 1,465 2,921

２．減価償却費   268 200 515

３．連結調整勘定償却額   13 5 54

４．貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  △4 1 △56

５．賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

  20 △178 158

６．退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 

  36 40 126

７．受取利息及び受取配当金   △6 △11 △10

８．支払利息   1 0 1

９．固定資産除売却損益 
（除売却益：△） 

  4 2 87

10．投資有価証券売却損益 
（売却益：△） 

  ― 6 △20

11．投資有価証券評価損   ― 46 ―

12．会員権売却損益(売却益：△)   4 ― 4

13．倉庫等閉鎖損失   ― ― 17

14．関係会社事業整理損   0 ― 0

15．固定資産処分損引当金繰入額   ― ― 59

16．固定資産処分損引当金戻入益   ― △7 ―

17．売上債権の増減額(増加：△)   686 △842 △199

18．たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △1,157 △1,619 408

19．前渡金の増減額(増加：△)   △425 134 △747

20．仕入債務の増減額(減少：△)   956 1,113 646

21．未収入金の増減額(増加：△)   95 268 △163

22．未払金の増減額（減少：△）   △122 147 △6

23．未払消費税等の増減額 
（減少：△） 

  △174 △208 21

24．その他資産の増減額 
（増加：△） 

  6 △18 11

25．その他負債の増減額 
（減少：△） 

  △60 △32 △58

小計   1,014 514 3,771

26．利息及び配当金の受取額   6 11 10

27．利息の支払額   △0 △0 △1

28．法人税等の支払額   △386 △896 △540

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  633 △371 3,239

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  

１．有形固定資産の取得による支
出 

  △49 △54 △141

２．有形固定資産の売却による収
入 

  ― ― 170

３．無形固定資産の取得による支
出 

  △29 △105 △73

４．投資有価証券の取得による支
出 

  △64 △104 △69

５．投資有価証券の売却による収
入 

  ― 20 35

６．営業譲受に伴う支出   △126 ― △126

７．貸付金の回収による収入   148 0 148

８．その他の投資活動による増減
額 

  9 △0 9

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  △111 △245 △45

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  

１．自己株式の売却による収入   ― 0 0

２．自己株式の取得による支出   △0 △3 △2

３．配当金の支払額   △150 △150 △272

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  △151 △153 △274

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
(減少額：△) 

  370 △770 2,918

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   5,844 8,845 5,844

Ⅶ 連結の範囲の変更に伴う現金及
び現金同等物の増加額 
(減少額：△) 

  81 ― 81

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間 
期末(期末)残高 

※ 6,296 8,075 8,845

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社５社のうち、連結対象と

した子会社は次のとおりでありま

す。 

 子会社５社のうち、連結対象と

した子会社は次のとおりでありま

す。 

 子会社５社のうち、連結対象と

した子会社は次のとおりでありま

す。 

   国内連結子会社……４社  国内連結子会社……４社  国内連結子会社……４社 

  ㈱ハピネット・ロジスティク

スサービス 

イー・ショッピング・トイズ

㈱ 

サイトロン・デジタルコンテ

ンツ㈱ 

㈱ハピネット・エーエムサー

ビス西日本 

 サイトロン・デジタルコンテン

ツ㈱及び㈱ハピネット・エーエム

サービス西日本につきましては、

重要性の観点から、当中間連結会

計期間より連結の範囲に含めてお

ります。 

 なお、前中間連結会計期間にお

いて連結子会社でありました㈱ハ

ピネット・ジェイピー、㈱ハピネ

ット・ピクチャーズ及び㈱ハピネ

ット・ロビンは、平成16年４月１

日付で当社と合併いたしました。 

 非連結子会社は、㈱ベストハー

トの１社であります。㈱ハピネッ

ト・エーエムサービス東日本につ

きましては、平成16年９月10日に

清算結了しております。なお、総

資産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲か

ら除外しております。 

㈱ハピネット・ロジスティク

スサービス 

イー・ショッピング・トイズ

㈱ 

サイトロン・デジタルコンテ

ンツ㈱ 

㈱ハピネット・エーエムサー

ビス西日本 

 非連結子会社は、㈱ベストハー

トの１社であります。なお、総資

産、売上高、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から

除外しております。 

  

  

㈱ハピネット・ロジスティク

スサービス 

イー・ショッピング・トイズ

㈱ 

サイトロン・デジタルコンテ

ンツ㈱ 

㈱ハピネット・エーエムサー

ビス西日本 

 サイトロン・デジタルコンテン

ツ㈱及び㈱ハピネット・エーエム

サービス西日本につきましては、

重要性の観点から、当連結会計年

度より連結の範囲に含めておりま

す。 

 なお、前連結会計年度において

連結子会社でありました㈱ハピネ

ット・ジェイピー、㈱ハピネッ

ト・ピクチャーズ及び㈱ハピネッ

ト・ロビンは、平成16年４月１日

付で当社と合併いたしました。 

 非連結子会社は、㈱ベストハー

トの１社であります。㈱ハピネッ

ト・エーエムサービス東日本につ

きましては、平成16年９月10日に

清算結了しております。なお、総

資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲から除

外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結

子会社は、㈱ベストハートの１社

であります。㈱ハピネット・エー

エムサービス東日本につきまして

は、平成16年９月10日に清算結了

しております。いずれも、中間純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。 

 持分法を適用していない非連結

子会社は、㈱ベストハートの１社

であります。また、持分法を適用

していない関連会社は平成17年９

月21日に新たに設立された㈱スパ

イスレコーズ１社であります。い

ずれも、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

 持分法を適用していない非連結

子会社は、㈱ベストハートの１社

であります。㈱ハピネット・エー

エムサービス東日本につきまして

は、平成16年９月10日に清算結了

しております。いずれも、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間決算

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

同左  すべての連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ②たな卸資産 

 主として、移動平均法による

低価法 

②たな卸資産 

同左 

②たな卸資産 

同左 

 (2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物及び構築物  ３～47年 

機械装置及び運搬具３～12年 

工具器具備品   ２～20年 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

    

    

  

  

  

 ②無形固定資産 

 定額法 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

 ③長期前払費用 

 均等償却 

③長期前払費用 

同左 

③長期前払費用 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当中間連結会計期間の

負担額を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。 

 ③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。 

 過去勤務債務及び数理計算上

の差異については発生年度に全

額を費用処理しております。 

③退職給付引当金 

同左 

  

③退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 過去勤務債務及び数理計算上

の差異については発生年度に全

額を費用処理しております。 

 ④倉庫等閉鎖損失引当金 

 倉庫等閉鎖に伴い、発生する

と見込まれる損失額を計上して

おります。 

 ④   ────── 

  

④   ────── 

  

  ⑤   ────── 

  

 ⑤   ────── 

   

⑤固定資産処分損引当金 

 更新することを決定した情報

システムにつき、将来発生する

固定資産の処分損に備えるた

め、その処分損見込額を計上し

ております。 

  ⑥   ────── 

  

 ⑥ポイント引当金 

  ポイント制度に基づき顧客

へ付与したポイントの利用に備

えるため、将来利用されると見

込まれる額を計上しておりま

す。 

 ⑥   ────── 

  

 (4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

(5)消費税等の会計処理 

同左 

(5)消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

          ――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

          ――――――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 「前渡金」は、前中間連結会計期間まで、流動資産の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間末において資産の

総額の100分の５を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「前渡金」の金額は、1,436百万円

であります。 

――――――― 

  

  

――――――― 

  

  

 （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「賃貸料収入」

（当中間連結会計期間は０百万円）及び「口座貸手数料収入」（当中

間連結会計期間は０百万円）は、営業外収益の総額の100分の10以下

となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示することにいた

しました。 

  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  営業活動によるキャッシュ・フローの「前渡金の増減額」は、前

中間連結会計期間は「その他資産の増減額」に含めて表示しておりま

したが、金額的な重要性が増したため区分掲記いたしました。 

   なお、前中間連結会計期間の「その他資産の増減額」に含まれる

「前渡金の増減額」の金額は△527百万円であります。 

――――――― 

  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

――――― 

  

※ 担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  326百万円

     担保付債務 買掛金        8百万円

※ 担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  291百万円

     担保付債務 買掛金        6百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※  固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※  固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※  固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 0百万円

工具器具備品 2百万円

長期前払費用 1百万円

計 4百万円

建物及び構築物 0百万円

工具器具備品 2百万円

長期前払費用 0百万円

計 2百万円

建物及び構築物 0百万円

工具器具備品 5百万円

無形固定資産 78百万円

長期前払費用 1百万円

計 87百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 6,296百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
―

現金及び現金同等物 6,296百万円

現金及び預金勘定 8,075百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
―

現金及び現金同等物 8,075百万円

現金及び預金勘定 8,845百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
―

現金及び現金同等物 8,845百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

機械装

置及び

運搬具 

(百万円) 

  

工具器

具備品 

(百万円) 

  

無形固

定資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額

相当額 
6 247 361 614

減価償却

累計額相

当額 

2 176 266 445

中間期末

残高相当

額 

3 71 94 169

  

機械装

置及び

運搬具 

(百万円)

 

工具器

具備品 

(百万円)

 

無形固

定資産 

(百万円)

 
合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
6 287 311 605

減価償却

累計額相

当額 

3 129 306 439

中間期末

残高相当

額 

2 157 5 165

  

機械装

置及び

運搬具 

(百万円) 

  

工具器

具備品 

(百万円) 

  

無形固

定資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
6 314 340 660

減価償却

累計額相

当額 

3 125 290 419

期末残高

相当額 
2 188 49 241

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 140百万円

１年超 36百万円

合計 176百万円

１年以内 67百万円

１年超 100百万円

合計 167百万円

１年以内 115百万円

１年超 129百万円

合計 244百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 82百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 79百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料 175百万円

減価償却費相当額 166百万円

支払利息相当額 5百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

  

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 当中間連結会計年度において、時価のない株式について46百万円減損処理を行っております。 

    なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合に減損処理を行って

おります。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 608 1,062 454 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 608 1,062 454 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 79 

合計 79 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 579 1,114 535 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 579 1,114 535 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 127 

合計 127 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 597 949 351 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 597 949 351 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 74 

合計 74 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

（注）１．事業の区分は、商品の種類、性質、販売方法、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（664百万円）の主なものは、親会社本社の

総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．会計処理の方法の変更 

 従来、事業区分につきましては、「玩具・ビデオゲーム等事業」、「映像関連事業」の２区分でありました

が、当中間連結会計期間より、「玩具事業」、「映像関連事業」、「ビデオゲーム事業」、「アミューズメン

ト事業」及び「その他事業」の５区分に変更することと致しました。 

 この変更は、平成16年４月から合併及び営業譲受による新しい組織体制のもとで、新中長期経営計画をスタ

ートさせることを契機に事業セグメントの見直しをした結果、セグメント情報をより明瞭に開示する目的で行

ったものであります。 

      なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を当中間連結会計期間において用いた事業

区分の方法により作成すると次の通りとなります。  

  前中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

  
玩具事業 
(百万円) 

映像関連 
事業 
(百万円) 

ビデオ 
ゲーム 
事業 
(百万円) 

アミュー 
ズメント 
事業 
(百万円) 

その他 
事 業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売  上  高                 

(1)外部顧客に対する売上

高 
24,034 19,797 8,600 3,164 3,614 59,211 ― 59,211 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― ― 

計 24,034 19,797 8,600 3,164 3,614 59,211 ― 59,211 

営 業 費 用 23,264 18,796 9,054 3,077 3,501 57,694 664 58,358 

営業利益又は営業損失 770 1,001 (453) 86 112 1,517 (664) 852 

事業区分 主要商品 

玩具事業 男女児一般玩具等 

映像関連事業 映像・音楽ソフト等 

ビデオゲーム事業 ゲーム機、ゲームソフト等 

アミューズメント事業 アミューズメント機器・景品等 

その他事業 雑貨、トレーディングカード等 

  
玩具事業 
(百万円) 

映像関連 
事業 
(百万円) 

ビデオ 
ゲーム 
事業 
(百万円) 

アミュー 
ズメント 
事業 
(百万円) 

その他 
事 業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売  上  高                 

(1)外部顧客に対する売上

高 
24,506 12,578 9,250 2,541 3,607 52,484 ― 52,484 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― ― 

計 24,506 12,578 9,250 2,541 3,607 52,484 ― 52,484 

営 業 費 用 24,124 12,219 9,273 2,473 3,390 51,481 644 52,125 

営業利益又は営業損失 382 359 (23) 68 216 1,003 (644) 358 



（注）１．事業の区分は、商品の種類、性質、販売方法、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（644百万円）の主なものは、親会社本社の

総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  

  前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

（注）１．事業の区分は、商品の種類、性質、販売方法、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,172百万円）の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

（注）１．事業の区分は、商品の種類、性質、販売方法、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（623百万円）の主なものは、親会社本社の

総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  
玩具事業 
(百万円) 

映像関連 
事業 
(百万円) 

ビデオ 
ゲーム 
事業 
(百万円) 

アミュー 
ズメント 
事業 
(百万円) 

その他 
事 業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売  上  高                 

(1)外部顧客に対する売

上高 
53,468 29,261 27,185 5,437 7,370 122,722 ― 122,722 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― ― 

計 53,468 29,261 27,185 5,437 7,370 122,722 ― 122,722 

営 業 費 用 53,293 27,911 26,905 5,304 6,995 120,409 1,172 121,581 

営業利益 175 1,349 280 133 375 2,313 (1,172) 1,141 

  
玩具事業 
(百万円) 

映像関連 
事業 
(百万円) 

ビデオ 
ゲーム 
事業 
(百万円) 

アミュー 
ズメント 
事業 
(百万円) 

その他 
事 業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売  上  高                 

(1)外部顧客に対する売上

高 
25,246 24,983 8,314 2,876 3,144 64,566 ― 64,566 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― ― 

計 25,246 24,983 8,314 2,876 3,144 64,566 ― 64,566 

営 業 費 用 23,709 24,791 8,221 2,788 3,062 62,572 623 63,196 

営業利益 1,537 192 93 88 81 1,993 (623) 1,369 

事業区分 主要商品 

玩具事業 男女児一般玩具等 

映像関連事業 映像・音楽ソフト等 

ビデオゲーム事業 ゲーム機、ゲームソフト等 

アミューズメント事業 アミューズメント機器・景品等 

その他事業 雑貨、トレーディングカード等 



  前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１．事業の区分は、商品の種類、性質、販売方法、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,282百万円）の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．会計処理の方法の変更 

 従来、事業区分につきましては、「玩具・ビデオゲーム等事業」、「映像関連事業」の２区分でありました

が、当連結会計年度より、「玩具事業」、「映像関連事業」、「ビデオゲーム事業」、「アミューズメント事

業」及び「その他事業」の５区分に変更することと致しました。 

 この変更は、平成16年４月から合併及び営業譲受による新しい組織体制のもとで、新中長期経営計画をスタ

ートさせることを契機に事業セグメントの見直しをした結果、セグメント情報をより明瞭に開示する目的で行

ったものであります。 

  なお、前連結会計年度のセグメント情報を当連結会計年度において用いた事業区分の方法により作成すると

次のとおりとなります。  

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

  
玩具事業 
(百万円) 

映像関連 
事業 
(百万円) 

ビデオ 
ゲーム 
事業 
(百万円) 

アミュー 
ズメント 
事業 
(百万円) 

その他 
事 業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去 
又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売  上  高                 

(1)外部顧客に対する売

上高 
52,066 45,457 28,696 6,318 7,921 140,461 ― 140,461 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― ― 

計 52,066 45,457 28,696 6,318 7,921 140,461 ― 140,461 

営 業 費 用 50,331 43,682 28,393 6,186 7,618 136,211 1,282 137,494 

営業利益 1,735 1,775 303 132 302 4,249 (1,282) 2,966 

事業区分 主要商品 

玩具事業 男女児一般玩具等 

映像関連事業 映像・音楽ソフト等 

ビデオゲーム事業 ゲーム機、ゲームソフト等 

アミューズメント事業 アミューズメント機器・景品等 

その他事業 雑貨、トレーディングカード等 

 

玩具事業 

  

映像関連 

事  業 

ビ デ オ 

ゲ ー ム 

事   業 

アミューズ 

メ ン ト 

事   業 

そ の 他 

事   業 

計 

  

消  去 

又は 

全  社 

連    結 

  

 （百万円） (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益         

 売  上  高         

(1)外部顧客に対する売上高 53,468 29,261 27,185 5,437 7,370 122,722 － 122,722 

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 － － － － － － － － 

計 53,468 29,261 27,185 5,437 7,370 122,722 － 122,722 

 営業費用 53,293 27,911 26,905 5,304 6,995 120,409 1,172 121,581 

 営業利益 175 1,349 280 133 375 2,313 (1,172) 1,141 



  （注）１．事業の区分は、商品の種類、性質、販売方法、販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,172百万円）の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

事業区分 主要商品 

玩具事業 男女児一般玩具等 

映像関連事業 映像・音楽ソフト等 

ビデオゲーム事業  ゲーム機、ゲームソフト等 

アミューズメント事業 アミューズメント機器・景品等 

その他事業 雑貨、トレーディングカード等 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,335円24銭

１株当たり中間純利益

金額 
37円71銭

１株当たり純資産額 1,481円29銭

１株当たり中間純利益

金額 
70円93銭

１株当たり純資産額 1,413円96銭

１株当たり当期純利益

金額 
131円53銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 453 852 1,580 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
453 852 1,580 

期中平均株式数（千株） 12,018 12,016 12,018 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   5,934   7,637 8,380   

２．受取手形   1,215   1,425 1,081   

３．売掛金   16,250   17,910 17,350   

４．たな卸資産   5,811   5,830 4,258   

５．前渡金   2,079   2,279 2,414   

６．繰延税金資産   878   708 832   

７．関係会社短期貸付
金 

  620   645 595   

８．その他   785   816 1,084   

９．貸倒引当金   △95   △49 △47   

流動資産合計     33,479 88.9 37,203 90.9   35,950 90.8

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 1,378   1,118 1,171   

２．無形固定資産   649   431 483   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 752   716 696   

(2）関係会社株式   693   595 396   

(3）繰延税金資産   159   304 333   

(4）その他   636   632 632   

(5）貸倒引当金   △89   △85 △85   

投資その他の資産
合計 

  2,152   2,164 1,973   

固定資産合計     4,181 11.1 3,714 9.1   3,629 9.2

資産合計     37,660 100.0 40,917 100.0   39,579 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   530   431 422   

２．買掛金 ※２ 17,278   18,222 17,086   

３．未払法人税等   147   585 913   

４．賞与引当金   330   291 460   

５．倉庫等閉鎖損失引
当金 

  81   ― ―   

６．その他   1,537   1,716 1,929   

流動負債合計     19,906 52.8 21,247 51.9   20,813 52.6

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   662   799 758   

２．その他   687   707 704   

固定負債合計     1,350 3.6 1,506 3.7   1,462 3.7

負債合計     21,257 56.4 22,754 55.6   22,275 56.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,751 7.3 2,751 6.7   2,751 7.0

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   2,775   2,775 2,775   

２．その他資本剰余金   0   0 0   

資本剰余金合計     2,776 7.4 2,776 6.8   2,776 7.0

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   235   235 235   

２．任意積立金   8,693   10,843 8,693   

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,645   1,220 2,608   

利益剰余金合計     10,574 28.1 12,299 30.1   11,536 29.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    307 0.8 346 0.8   246 0.6

Ⅴ 自己株式     △6 △0.0 △10 △0.0   △7 △0.0

資本合計     16,403 43.6 18,163 44.4   17,303 43.7

負債・資本合計     37,660 100.0 40,917 100.0   39,579 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     58,272 100.0 63,913 100.0   138,647 100.0 

Ⅱ 売上原価     51,025 87.6 56,119 87.8   122,430 88.3

売上総利益     7,246 12.4 7,794 12.2   16,217 11.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    6,439 11.1 6,369 10.0   13,297 9.6

営業利益     807 1.4 1,425 2.2   2,920 2.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   56 0.1 105 0.2   118 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   19 0.0 2 0.0   33 0.0

経常利益     843 1.4 1,528 2.4   3,005 2.2

Ⅵ 特別利益 ※３   10 0.0 57 0.1   66 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   7 0.0 49 0.1   341 0.2

税引前中間（当期）
純利益 

    847 1.5 1,535 2.4   2,731 2.0

法人税、住民税及び
事業税 

  121   538 1,008   

法人税等調整額   238 359 0.6 84 623 0.9 152 1,160 0.8

中間（当期）純利益     487 0.8 912 1.4   1,570 1.1

前期繰越利益     304 308   304 

合併引継未処分利益     853 ―   853 

中間配当額     ― ―   120 

中間（当期）未処分
利益 

    1,645 1,220   2,608 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

 移動平均法による低価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物       ３～47年 

構築物      10～45年 

機械装置       12年 

工具器具備品   ２～20年 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物       ３～47年 

構築物      10～45年 

機械装置     ４～12年 

工具器具備品   ２～20年 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物       ３～47年 

構築物      10～45年 

機械装置       12年 

工具器具備品   ２～20年 

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 均等償却 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当中間会計期間の負担

額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当期の負担額を計上し

ております。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 過去勤務債務及び数理計算上

の差異については発生年度に全

額を費用処理しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 過去勤務債務及び数理計算上

の差異については発生年度に全

額を費用処理しております。 

 (4) 倉庫等閉鎖損失引当金 

 倉庫等閉鎖に伴い、発生する

と見込まれる損失額を計上して

おります。 

 (4) ――――――― 

  

 (4) ――――――― 

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

  

前中間会計期間 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

 （自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

         ――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

         ――――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

「前渡金」は、前中間期まで、流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりましたが、当中間期末において資産の総額の100分の５を超え

たため区分掲記いたしました。 

 なお、前中間期末の「前渡金」の金額は４百万円であります。 

――――― 

  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,465百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,266百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,215百万円 

※２ ――――――― 

      

      

※２ 担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  326百万円

     担保付債務 買掛金        8百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

     担保資産  投資有価証券  291百万円

     担保付債務 買掛金        6百万円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 1百万円

受取配当金 6百万円

受取利息 1百万円

受取配当金 11百万円

業務受託料収入 47百万円

受取利息 3百万円

受取配当金 10百万円

※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 0百万円 支払利息 0百万円 支払利息 0百万円

※３ 特別利益のうち重要なもの ※３ 特別利益のうち重要なもの ※３ 特別利益のうち重要なもの 

貸倒引当金戻入益 10百万円 投資有価証券売却益 7百万円

営業補償金収入 50百万円

投資有価証券売却益 20百万円

貸倒引当金戻入益 46百万円

※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの 

工具器具備品除却損 1百万円

会員権売却損 4百万円

工具器具備品除却損 2百万円

投資有価証券評価損 46百万円

建物除却損 0百万円

工具器具備品除却損 5百万円

無形固定資産除却損 78百万円

長期前払費用除却損 1百万円

会員権売却損 4百万円

子会社株式評価損 233百万円

倉庫等閉鎖損失 17百万円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 86百万円

無形固定資産 149百万円

有形固定資産 78百万円

無形固定資産 90百万円

有形固定資産 177百万円

無形固定資産 274百万円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

車輌運

搬具 

(百万円) 

  

工具器

具備品 

(百万円) 

  

無形固

定資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額

相当額 
6 215 361 582

減価償却

累計額相

当額 

2 153 266 422

中間期末

残高相当

額 

3 62 94 160

  

車輌運

搬具 

(百万円)

 

工具器

具備品 

(百万円)

 

無形固

定資産 

(百万円)

 
合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
6 270 311 587

減価償却

累計額相

当額 

3 116 306 426

中間期末

残高相当

額 

2 153 5 161

  

車輌運

搬具 

(百万円) 

  

工具器

具備品 

(百万円) 

  

無形固

定資産 

(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額

相当額 
6 282 340 628

減価償却

累計額相

当額 

3 97 290 391

期末残高

相当額 
2 184 49 236

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 131百万円

１年超 34百万円

合計 166百万円

１年以内 64百万円

１年超 98百万円

合計 163百万円

１年以内 111百万円

１年超 129百万円

合計 240百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 81百万円

減価償却費相当額 77百万円

支払利息相当額 2百万円

支払リース料 79百万円

減価償却費相当額 75百万円

支払利息相当額 1百万円

支払リース料 164百万円

減価償却費相当額 155百万円

支払利息相当額 5百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

  

  



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

該当事項はありません。 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,364円89銭

１株当たり中間純利益金額 40円59銭

１株当たり純資産額 1,511円56銭

１株当たり中間純利益金額 75円96銭

１株当たり純資産額 1,439円88銭

１株当たり当期純利益金額 130円68銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 487 912 1,570 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 487 912 1,570 

期中平均株式数（千株） 12,018 12,016 12,018 



(2）【その他】 

 第38期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）中間配当については、平成17年11月11日開催の取締

役会において、平成17年９月30日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主もしくは登録

質権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額 150百万円

② １株当たりの金額 12円50銭

③ 支払請求権の効力発生日及び

支払開始日 
平成17年12月15日



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第37期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月17日関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 

 平成17年12月１日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月１７日

株式会社ハピネット       

取締役会 御中   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浅野 修一   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 光一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハピネットの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ハピネット及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」４．会計処理の方法の変更に記載されているとおり、セグメントの

区分を変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１６日

株式会社ハピネット       

取締役会 御中   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 光一郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野口 康夫   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハピネットの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ハピネット及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月１７日

株式会社ハピネット       

取締役会 御中   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浅野 修一   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 光一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハピネットの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ハピネットの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１６日

株式会社ハピネット       

取締役会 御中   

  東陽監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉田 光一郎  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野口 康夫   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ハピネットの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ハピネットの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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